
 

 

各府省の独立行政法人整理合理化案に盛り込まれた主な事項 

（行政改革推進本部事務局において整理） 

 

法人の廃止 

○ 緑資源機構（農林水産省） 

 

一定の条件の下で法人の組織のあり方を検討 

○ 通関情報処理センター（財務省） 

 

役職員の身分の非公務員化を検討（移行に向けての問題点の検討を含む） 

○ 統計センター（総務省） 

○ 国立病院機構（厚生労働省） 

 

事務・事業の一部廃止・民営化等 

○ 国立印刷局（財務省）→健康管理センターの廃止 

○ 防災科学技術研究所（文部科学省）→波浪等観測事業の廃止 

○ 科学技術振興機構（文部科学省）→研究情報データベース化支援事業 

の廃止等 

○ 雇用・能力開発機構（厚生労働省）→私のしごと館（職業能力開発業

務）の改革実行計画の実施 

○ 労働者健康福祉機構（厚生労働省）→労災リハビリテーション工学セ

ンターの廃止 

○ 日本貿易振興機構（経済産業省）→ビジネス日本語能力テスト事業の 

民営化 

○ 農畜産業振興機構（農林水産省）→地方事務所の統廃合 

○ 農業者年金基金（農林水産省）→職員宿舎の売却、地方連絡事務所の 

廃止 

○ 都市再生機構（国土交通省）→人員の 2割削減、ニュータウン事業に

係る体制の大幅縮小 
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